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ジェトロ案件形成調査はあくまで案件発掘、形成のための初期段階の調査である。すな

わち本調査では、原則として他のスキームを用いた次の段階の調査が実施され、その過程

で環境社会配慮を含めた案件実施に向けた諸要件が満たされることを予定している。した

がって、本調査において求められる環境社会配慮は、次の段階の調査で必須となると考え

られる環境社会配慮調査項目の絞り込みを行い、その結果を報告書に明確に記述すること

である。案件形成調査に関するジェトロ環境社会配慮ガイドラインの目的は、対外的な透

明性を保ちつつ、調査における環境社会配慮の実施およびジェトロによるその確認を適切

に確保することである。本ガイドラインでは、そのための具体的な手続きと作業に用いる

様式および参考資料を以下の通り定めるものとする。 
 
 
１．提案案件の審査・採択段階（案件の環境社会影響に関する検討） 
イ．案件形成調査の提案者（提案企業）は、提案時に所定のスクリーニング様式を用

い、当該案件が最終的に実施された場合の環境社会影響を検討し、その検討結果を他の提

案書類と共にジェトロ担当部に提出する。 
ロ．担当部は提出されたスクリーニング様式の記入内容をチェックし、環境社会影響に

関する検討結果が適正か審査する。審査に当たっては執務参考資料「アジア諸国の環境ア

セスメント対象事業(仮)」を参考とし、必要に応じ海外事務所の助力も得る。 
ハ．上記検討結果を総務部環境審査担当（以下、環境審査担当）に提出し、同担当に

よる審査を受ける。 
ニ．採択候補案件については、外部有識者による審査/専門委員会でも、検討結果の適否
を審査する。 
ホ．採択案件の公示に際し、環境社会影響に関する検討結果を案件毎に明示する。 

 
２．案件の契約段階 
 イ．担当部は、採択案件の提案者（提案企業）に対し、案件の環境社会影響の程度に応

じた環境社会配慮調査も含む、調査の実施計画書の提出を求める。 
ロ．担当部は、提出された実施計画書が当該案件に相応しい環境社会配慮調査を含んだ

ものであることを確認した上で、案件の委託契約を締結する。 
ハ．環境審査担当は、実施計画書が相応しい環境社会配慮調査を含んだものであること

の確認に協力し、必要な助言を与える。 
 



３．調査の実施段階 
 イ．調査の実施者（実施企業）は、必要に応じ環境社会配慮を専門とする者も派遣し、

現地調査を実施する。環境社会配慮調査の具体的項目としては、まず①相手国政府の環境

影響評価制度の内容確認、②この段階で想定可能な案件立地点の自然、社会環境、等に関

する情報の収集である。そして、必要な案件については、当該案件が事業化される際に、

環境社会配慮が適切に行われるために必要と現時点で想定される調査項目の選定を行う。 
 ロ．上記調査項目の選定に当たっては、一般に公表されている国際協力銀行｢環境社会配

慮確認のための国際協力銀行ガイドライン｣の参考資料「(セクター別)環境チェックリスト」
を参考とする。 
 ハ．担当部は、中間報告時等において、調査項目をチェックし、調査が当該案件に相応

しい環境社会配慮調査を含んだものであることを確認する。 
ニ．環境審査担当は調査項目のチェック及び相応しい環境社会配慮調査を含んだもので

あることの確認に協力し、必要な助言を与える。 
 
４．調査報告書の精査段階 
 イ．担当部は、提出された報告書を精査するにあたり、調査が相応しい環境社会配慮調

査を含んだものであることを確認する。 
 ロ．環境審査担当は担当部の確認作業に協力し、必要な助言を与える。 
 
５．調査報告書の公開 
イ．和文報告書を国会図書館およびジェトロビジネスライブラリーに配架する。 
ロ．同報告書の要約をジェトロホームページに掲載する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



スクリーニング様式 

 

調査案件名：                                       

調査の実施者：                                

記入責任者の氏名、所属･役職名、企業名、連絡先 

名前：                 

所属･役職名：                             

企業名：                     

TEL：                     

FAX：                   

E-Mail：                                

記入日：    年  月  日 

署名：                  

 
 
質問事項 
 

質問１．案件実施予定地の住所 

 

質問２．案件の概要 
２－１ 案件の内容・規模 
 
 
 
 
 
 
 
 



２－２ 案件の必要性をどのように確認していますか？例えば、当該案件は上位計画

と整合性がありますか。 
□YES（上位計画名：                        ） 
□NO     □わからない 

 
質問３．案件実施予定地内または周辺域は以下のいずれかに該当しますか？ 

□YES   □NO 
＜ＹＥＳの場合、該当するものをマークしてください。＞ 
□国立公園、国指定の保護対象地域(国指定の海岸地域、湿地、少数民族･先住民族
のための地域、文化遺産等) 
□原生林、熱帯の自然林 
□生態学的に重要な生息地(サンゴ礁、マングローブ湿地、干潟等) 
□国内法、国際条約等において保護が必要とされる貴重種の生息地 
□大規模な塩類集積あるいは土壌浸食の発生する恐れのある地域 
□砂漠化傾向の著しい地域 
□考古学的、歴史的、文化的に固有の価値を有する地域 
□少数民族あるいは先住民族、伝統的な生活様式を持つ遊牧民の人々の生活区域、

もしくは特別な社会的価値のある地域 
 
質問４．当該案件を実施した場合、以下に示す要素が生じる可能性が予想されますか？ 

□YES   □NO 
＜YESの場合、該当するものをマークして下さい＞ 
□非自発的住民移転  
□地下水揚水 
□埋立、土地造成、開墾 
□ 森林伐採 

 
質問５．以下に掲げるセクターに該当するプロジェクトですか？ 

□YES   □NO 
＜YESの場合、該当するセクターをマークして下さい＞ 
□鉱業開発              □道路、鉄道、橋梁 
□工業開発（分野：       ）   □空港 
□火力発電（地熱含む）       □港湾 
□水力発電、ダム、貯水池      □上水道、下水･廃水処理 
□河川・砂防            □廃棄物処理･処分 
□送変電・配電     □水産業 



質問６．案件の実施を予定している国では、当該案件に関して環境影響評価は制度上必要

ですか？また、当該案件に関し規模が大きいことを理由として環境影響評価が必要

になることはありますか（規模要件の有無）？また、想定される当該案件の規模は

その要件を満たすものですか？ 
□必要   □不要   □不明 
（法律またはガイドラインの名称：                     ） 
□規模要件有（□ 満たす □満たさない） □規模要件無   □不明 

 
質問７．環境影響評価以外の環境や社会面に関する許認可が必要な場合、その許認可名を

記載してください。 
 (許認可名：                              ) 
 

質問８．案件を実施した場合予想される主要な環境社会影響は何ですか？該当するものを

チェックし、その概要を説明してください。 
□大気汚染         □非自発的住民移転 
□水質汚濁         □雇用や生計手段等の地域経済 
□土壌汚染         □土地利用や地域資源利用 
□廃棄物          □社会関係資本や地域の意思決定機関等の社会組織 
□騒音・振動        □既存の社会インフラや社会サービス 
□地盤沈下         □貧困層･先住民族･少数民族 
□悪臭           □被害と便益の分配や開発プロセスにおける公平性 
□底質           □ジェンダー 
□生物・生態系       □子どもの権利 
□水利用          □文化遺産 
□事故           □地域における利害の対立 
□温室効果ガス       □HIV/AIDS 等の感染症 
□地形・地質        □その他（                ） 
 
関係する環境社会影響の概要 
 
 
 
 

 


